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――こじれていた市庁舎問
題で、新築移転を掲げて当選
した。ただ過去の住民投票で
は耐震改修案が支持された経
緯もある。どのように計画を
進めるか。
50～100年先の鳥取市を考
えると、新築移転が正しい選択
と選挙を通じて訴えてきた。た
だ、いまだに耐震改修が良い、
という人がいるのも確かだ。原
因の１つは、市として説明が不
足していたこと。これを反省し、
新築反対・耐震改修派の人も参
加できる出前説明会の開催など
を考えている。
現市庁舎は50年以上前に建
設の議論が始まった。1952年
の鳥取大火の影響もあり、赤字
財政で厳しいなか、先輩たちは
「市は人口15万人の街にな
る」と推計して建設計画を具体
化していった。市町村合併前の
鳥取市域で考えれば、おおむね

カスなどが競争相手になってき
ている。もう一度、地域の特性
や魅力を生かした商品作りを考
えなければならないだろう。
ただ、関西圏の人口2000万
人が鳥取に来やすくなったと見
れば、交流人口で考えれば大幅
入超だ。観光産業には好機到来
といえる。鳥取東部圏域という
発想にたって、周辺の４町やお
隣の兵庫県新温泉町などと、認
識を共有し、例えば温泉を生か
した滞在型観光のあり方などを
共同で研究していくつもりだ。

――就任後すぐに県との合
同幹部会議を開くなど、連携
を強化し始めた。狙いは。
観光振興などは、互いのベク
トルをあわせる必要がある。ま
た人口減少対策は、それこそ単
独で進められるものではない。
まず中山間地支援のあり方で県
と一緒に対策を考えていく。小
さい県であり、テリトリーにこ
だわる時代でもない。
（聞き手は
� 鳥取支局長　船越　純一）

正しかった。逆に我々は、人口
減少が進むなか、50年先の鳥
取市がどうなるかを考え、市庁
舎の形を考えなければならない。
耐震性ばかりでなく、バリアフ
リー化などにも対応しなければ
ならない。
しかし財源として不可欠な、
合併特例債の起債期限が迫って
おり、スピード感が必要なのも
確かだ。年内にも１つの方向性
を示したいと考えている。

――鳥取自動車道全通など
高速交通網整備で工場・事業
所の進出が増えた。一方、関
西方面に消費者が流れるスト
ロー現象も顕著だ。産業のあ
り方についての考えは。
企業誘致と観光振興で二兎を
追いたいと思っている。
旧鳥取三洋電機工場の撤退な
どで厳しかった雇用は回復傾向
にある。高速道路開通で企業進
出が増えた効果が出てきている。
これを加速させたい。「戻りた
いが職がない」という市民の認
識を変えるチャンスだ。
一方、商業施設などは、関西
まで２時間ちょっととなり、グ
ランフロント大阪やあべのハル
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